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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
提出会社の状況 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
２ 持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社がないので、記載しておりません。 
３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。第40期中および第
42期中においては、１株当たり中間純損失であり、また、潜在株式がないため、記載しておりません。 

４ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については、記載して
おりません。 

５ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

回次 第40期中 第41期中 第42期中 第40期 第41期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 7,571,363 8,361,079 8,349,078 17,704,933 18,628,527

経常利益または 
経常損失(△) 

(千円) △221,631 33,739 4,975 275,636 447,376

中間(当期)純利益 
または中間純損失(△) 

(千円) △147,731 139 △21,435 105,936 196,076

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,033,500 1,033,500 1,033,500 1,033,500 1,033,500

発行済株式総数 (株) 6,180,000 6,180,000 6,180,000 6,180,000 6,180,000

純資産額 (千円) 4,589,826 4,749,342 4,838,558 4,805,936 4,912,420

総資産額 (千円) 13,639,800 14,273,670 14,058,085 14,785,165 15,198,503

１株当たり純資産額 (円) 742.69 768.50 782.94 776.22 793.47

１株当たり 
中間(当期)純利益 
または中間純損失(△) 

(円) △23.90 0.02 △3.47 15.70 30.31

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり 
中間(年間)配当額 

(円) 7.50 7.50 7.50 15.00 15.00

自己資本比率 (％) 33.7 33.3 34.4 32.5 32.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 36,138 271,050 △468,116 △677,085 917,118

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 1,035 △5,470 △53,327 △303 △6,414

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △46,364 △46,341 △46,386 △92,661 △92,635

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) 3,637,780 3,096,158 3,127,159 2,876,920 3,694,989

従業員数 (人) 379 370 363 370 365



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む)であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  

  

従業員数(人) 363 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間の日本経済は、IT(情報技術)分野の在庫調整がほぼ終了するとともに、企業収益の改善を背景と

した設備投資と個人消費の増加による内需主導型の景気回復が継続し、昨年半ばから続いていた「踊り場」状況を

脱出したものと見られます。 

このような状況下にあって、当社は全社を挙げて受注高と売上高の確保、調達費削減、経費節減等に注力し、収

益改善に努めてまいりました結果、受注高は前年同期を上回ることができましたが、売上高および中間純利益は前

年同期を下回りました。 

当中間会計期間の受注高は、景気回復が継続したこともあり、前年同期比6.7％増加の10,774百万円(前年同期は

10,097百万円)となりました。 

売上高につきましては、前年同期比0.1％減少の8,349百万円(前年同期は8,361百万円)となりました。 

また、損益面につきましては、前年同期に比べ、利益率の低下により売上総利益は81百万円減少しましたが、販

売費及び一般管理費が減少し営業外収益が増加したことにより、経常利益は28百万円減少の４百万円(前年同期は33

百万円)となりました。中間純損益は前年同期比21百万円減少の△21百万円(前年同期は0.1百万円)となりました。 

当中間会計期間の主要な事業区分の概況は次のとおりであります。 

(修理・点検) 

修理・点検におきましては、受注高は化学機械、冷凍機、冷水塔等が前年同期を下回ったことにより、前年同期

比2.8％減少の4,752百万円(前年同期は4,889百万円)となりました。売上高も圧縮機、冷水塔等が前年同期を下回っ

たことにより、前年同期比5.9％減少の3,867百万円(前年同期は4,111百万円)となりました。 

(装置据付等) 

装置据付等におきましては、受注高は圧縮機が前年同期を大きく上回ったことにより、前年同期比30.2％増加の

2,973百万円(前年同期は2,284百万円)となりました。売上高は主として、酒造会社向大型設備等の減少により「そ

の他工事」が前年同期を下回ったため、前年同期比7.9％減少の1,703百万円(前年同期は1,848百万円)となりまし

た。 

(部品) 

部品におきましては、受注高は圧縮機、給油装置等が前年同期を上回ったことにより、前年同期比12.9％増加の

1,432百万円(前年同期は1,268百万円)となりました。売上高も受注高の増加にともない、前年同期比14.1％増加の

1,414百万円(前年同期は1,239百万円)となりました。 

(機器) 

機器におきましては、受注高は主として、大型機器の減少により洗浄機器が前年同期を下回ったため、前年同期

比2.3％減少の1,616百万円(前年同期は1,655百万円)となりました。売上高は主として、製紙会社向け等の大型設備

の完成により「その他工事」が前年同期を大きく上回ったため、前年同期比17.4％増加の1,364百万円(前年同期は

1,161百万円)となりました。 

  



(2) キャッシュ・フロー 

当中間会計期間のキャッシュ・フローにおける現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前期末に比べ567百

万円減少(前年同期は219百万円増加)し、当中間会計期間末は3,127百万円となりました。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間における営業活動による資金収支は、468百万円のマイナス(前年同期は271百万円のプラス)とな

りました。これは、主として棚卸資産の増加と仕入債務の減少によるものです。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間における投資活動による資金収支は、53百万円のマイナス(前年同期は５百万円のマイナス)とな

りました。これは、無形固定資産の取得による支払い等によるものです。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間における財務活動による資金収支は、46百万円のマイナス(前年同期は46百万円のマイナス)とな

りました。これは、配当金支払いによるものです。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を工事種類別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当中間会計期間における受注状況を種類別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を種類別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

工事種類別 金額(千円) 前年同期比(％) 

修理・点検 4,159,069 △2.6 

装置据付等 1,930,606 △9.4 

合計 6,089,675 △4.9 

区分 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

工事 

修理・点検 4,752,020 △2.8 2,137,771 10.8

装置据付等 2,973,598 30.2 2,880,476 75.7

小計 7,725,619 7.7 5,018,247 40.6

販売 

部品 1,432,177 12.9 173,439 37.3

機器 1,616,837 △2.3 1,022,223 △1.5

小計 3,049,015 4.3 1,195,662 2.7

合計 10,774,635 6.7 6,213,910 31.3

区分 金額(千円) 前年同期比(％) 

工事 

修理・点検 3,867,206 △5.9 

装置据付等 1,703,048 △7.9 

小計 5,570,254 △6.5 

販売 

部品 1,414,653 14.1 

機器 1,364,169 17.4 

小計 2,778,823 15.7 

合計 8,349,078 △0.1 



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社の研究開発活動は、自社製品である空調システム機器・洗浄システム機器・給油システム機器等を対象に、製

品の競争力を向上させ受注・販売に直接寄与するために、製品の改良・コストダウン・モデルチェンジ等と、提案営

業を支えるソフト開発・システム開発等の技術開発に取り組んでおります。スラリー関連では、半導体・太陽電池用

シリコンウエハーの切削、研磨に用いるスラリーの分離リサイクル技術、およびクーラント蒸留リサイクルの開発を

実施しております。 

その活動は機器統括部、技術部および分離システム部が中心になり、必要に応じて事業所スタッフの協力を得て推

進しております。 

当中間会計期間における研究開発費の総額は、52,685千円であります。 

主な研究開発成果は、次のとおりであります。 

  

(1) 空調システム 

環境保全対策として排ガス中の低NOx化が叫ばれており、重油・灯油からガスヘの燃料変換のニーズが増えており

ます。当期は、暖房機RA200型の高性能ガスバーナの開発を進め、試作品が完成し、性能確認テストを実施しており

ます。 

空調システムの研究開発費は、9,739千円であります。 

(2) 洗浄システム 

容器洗浄機およびパレット洗浄機に関し、既納機における機構、性能などの問題点について改善をはかり良好な

結果を得ることができました。今後はこの成果を製品に反映させていきます。 

洗浄システムの研究開発費は、3,435千円であります。 

(3) 給油システム 

連続吐出型定量ポンプを試作し、性能については目標値を達成することができました。下半期は、耐久テストの

実施とともにコントローラの試作を進め、制御性を確認します。 

給油システムの研究開発費は、2,465千円であります。 

(4) スラリーの分離リサイクル技術開発 

新砥粒、新オイルについての検証テストを12件実施し、３件が有効であることを確認できました。また、シリコ

ンスラッジのリサイクル方法として、外周研削水のシリコンを濾過機で回収することにより、単結晶シリコンイン

ゴッド再生に成功しました。 

スラリーの分離リサイクル技術の研究開発費は、33,919千円であります。 

(5) 制御システム 

運転情報をリアルタイムでモニタリングする遠方監視システムを構築するためのソフト選定とソフト習得を行い

ました。下半期は、システムを構築し、圧縮機設備をモデルとして実証テストを実施します。 

制御システムの研究開発費は、3,125千円であります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 23,520,000

計 23,520,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月６日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 6,180,000 6,180,000
ジャスダック
証券取引所 

― 

計 6,180,000 6,180,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年４月１日から 
平成17年９月30日 

― 6,180,000 ― 1,033,500 ― 310,500



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

石川島播磨重工業株式会社 東京都千代田区大手町２－２－１ 4,113 66.55

石川島汎用機サービス 
従業員持株会 

東京都中央区築地３－17－９ 336 5.44

株式会社千代田組 東京都千代田区内幸町２－２－２ 153 2.48

株式会社アイ・エイチ・アイ・
トレーディング 

東京都中央区八重洲２－９－７ 138 2.23

千代田工販株式会社 東京都中央区銀座５－２－１ 90 1.46

山 口   敏 大阪府大阪市西区九条１－16－11 60 0.97

株式会社みずほ銀行 
(常任代理人 資産管理 
サービス信託銀行株式会社) 

東京都千代田区内幸町１－１－５
(東京都中央区晴海１－８－12) 

55 0.89

竹 田 和 平 名古屋市天白区表山２－209 50 0.81

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 35 0.57

芝本産業株式会社 東京都中央区湊１－１－12 32 0.52

学校法人帝京大学 東京都板橋区加賀２－11－１ 32 0.52

計 ― 5,094 82.43

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

6,180,000 
6,180 ― 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 6,180,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 6,180 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) ジャスダック証券取引所公表の株価を記載しております。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 560 541 500 570 545 571

最低(円) 482 460 480 500 490 530



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただし書

きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及

び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、新日本監査法人の中間監

査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は子会社はありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    646,158 677,159   844,989 

２ 受取手形    1,998,235 2,039,138   2,132,498 

３ 売掛金    5,031,868 4,782,136   5,639,511 

４ たな卸資産    2,113,299 2,087,009   1,690,370 

５ 短期貸付金    2,450,000 2,450,000   2,850,000 

６ その他    351,949 299,928   275,831 

貸倒引当金    △28,900 △11,600   △20,200 

流動資産合計    12,562,612 88.0 12,323,772 87.7   13,413,001 88.3

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１  164,938 1.2 148,859 1.0   158,655 1.0

２ 無形固定資産    15,910 0.1 57,549 0.4   65,878 0.4

３ 投資その他の資産          

(1) 繰延税金資産    961,984 953,695   985,828 

(2) その他    713,847 682,773   710,278 

貸倒引当金    △145,622 △108,565   △135,140 

投資その他の 
資産合計    1,530,209 10.7 1,527,902 10.9   1,560,968 10.3

固定資産合計    1,711,057 12.0 1,734,312 12.3   1,785,501 11.7

資産合計    14,273,670 100.0 14,058,085 100.0   15,198,503 100.0

           



  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形    2,423,630 2,226,946   2,141,868 

２ 買掛金    3,271,081 3,627,326   4,262,463 

３ 短期借入金    160,000 160,000   160,000 

４ 未払法人税等    52,871 35,774   320,471 

５ 賞与引当金    345,000 354,000   353,000 

６ 保証工事引当金    18,000 15,500   17,000 

７ その他 ※３  751,215 385,439   519,621 

流動負債合計    7,021,798 49.2 6,804,986 48.4   7,774,428 51.2

Ⅱ 固定負債          

１ 退職給付引当金    2,470,269 2,361,064   2,465,634 

２ 役員退職慰労引当金    32,260 44,975   46,020 

３ その他    ― 8,500   ― 

固定負債合計    2,502,529 17.5 2,414,539 17.2   2,511,654 16.5

負債合計    9,524,327 66.7 9,219,526 65.6   10,286,082 67.7

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    1,033,500 7.3 1,033,500 7.4   1,033,500 6.8

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金    310,500 2.2 310,500 2.2   310,500 2.0

資本剰余金合計    310,500 2.2 310,500 2.2   310,500 2.0

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金    168,499 168,499   168,499 

２ 任意積立金    2,673,000 2,673,000   2,673,000 

３ 中間(当期) 
  未処分利益    547,058 620,111   696,644 

利益剰余金合計    3,388,557 23.7 3,461,610 24.6   3,538,143 23.3

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    16,785 0.1 32,948 0.2   30,276 0.2

資本合計    4,749,342 33.3 4,838,558 34.4   4,912,420 32.3

負債資本合計    14,273,670 100.0 14,058,085 100.0   15,198,503 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    8,361,079 100.0 8,349,078 100.0   18,628,527 100.0

Ⅱ 売上原価    5,941,189 71.1 6,010,585 72.0   13,444,966 72.2

売上総利益    2,419,890 28.9 2,338,493 28.0   5,183,560 27.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費    2,394,903 28.6 2,374,468 28.4   4,755,263 25.5

営業利益または 
営業損失(△)    24,987 0.3 △35,975 △0.4   428,297 2.3

Ⅳ 営業外収益    11,100 0.1 43,274 0.5   24,454 0.1

受取利息及び配当金    3,218 4,463   7,141 

その他    7,882 38,810   17,310 

Ⅴ 営業外費用    2,348 0.0 2,323 0.0   5,375 0.0

支払利息    1,220 1,332   2,493 

その他    1,128 990   2,881 

経常利益    33,739 0.4 4,975 0.1   447,376 2.4

Ⅵ 特別利益    ― 26,485 0.3   ― 

貸倒引当金取崩益    ― 26,485   ― 

Ⅶ 特別損失    ― 22,096 0.3   ― 

減損損失 ※２  ― 22,096   ― 

税引前中間(当期) 
純利益    33,739 0.4 9,364 0.1   447,376 

法人税、住民税 
及び事業税   14,000   15,000 294,000   

法人税等調整額   19,600 33,600 0.4 15,800 30,800 0.4 △42,700 251,300 1.3

中間(当期) 
純利益または 
中間純損失(△) 

   139 0.0 △21,435 △0.3   196,076 1.1

前期繰越利益    546,918 641,546   546,918 

中間配当額    ― ―   46,350 

中間(当期)未処分 
利益    547,058 620,111   696,644 

           



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

   税引前中間(当期)純利益  33,739 9,364 447,376

   減価償却費  6,970 10,977 14,897

   減損損失  ― 22,096 ―

   退職給付引当金の増減額 
   (減少：△) 

 △44,336 △104,570 △48,970

   役員退職慰労引当金の 
   増減額(減少：△) 

 △19,300 △1,045 △5,540

   貸倒引当金の増減額 
   (減少：△) 

 12,225 △35,175 △6,956

   賞与引当金の増減額 
   (減少：△) 

 △4,000 1,000 4,000

   保証工事引当金の増減額 
   (減少：△) 

 ― △1,500 △1,000

   受取利息及び受取配当金  △3,218 △4,463 △7,141

   支払利息  1,220 1,332 2,493

   役員賞与の支払額  △8,892 △8,748 △8,892

   売上債権の増減額 
   (増加：△) 

 1,158,258 950,734 416,352

   たな卸資産の増減額 
   (増加：△) 

 △377,669 △396,638 45,259

   仕入債務の増減額 
   (減少：△) 

 △520,571 △550,060 189,048

   未払消費税等の増減額 
   (減少：△) 

 △59,520 △83,972 △4,621

   その他  298,817 26,829 104,211

    小計  473,723 △163,835 1,140,518

   利息及び配当金の受取額  3,218 4,463 7,141

   利息の支払額  △1,224 △1,336 △2,495

   法人税等の支払額  △204,667 △307,407 △228,045

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー 

 271,050 △468,116 917,118



  

  

   
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

   有形固定資産の 
   取得による支出 

 △4,049 △1,999 △4,669

   無形固定資産の 
   取得による支出 

 △1,091 △51,000 ―

   投資有価証券の 
   取得による支出 

 △329 △327 △653

   その他  ― ― △1,091

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー 

 △5,470 △53,327 △6,414

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

   配当金の支払額  △46,341 △46,386 △92,635

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー 

 △46,341 △46,386 △92,635

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

 ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
  (減少額：△) 

 219,238 △567,830 818,069

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 2,876,920 3,694,989 2,876,920

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

 3,096,158 3,127,159 3,694,989

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定) 

    従来、評価差額は

部分資本直入法に

より処理しており

ましたが、株価の

変動による財務諸

表の不安定性を回

避するために全部

資本直入法に変更

しております。 

    これによる当中間

会計期間の損益に

与える影響はあり

ません。 

(1) 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定) 

(1) 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定) 

    (会計処理方法の変

更) 

    従来、評価差額は

部分資本直入法に

より処理しており

ましたが、株価の

変動による財務諸

表の不安定性を回

避するために当事

業年度から全部資

本直入法に変更し

ております。この

変更に伴う損益に

与える影響はあり

ません。 

     時価のないもの 

    移動平均法による

原価法 

   時価のないもの 

    移動平均法による

原価法 

   時価のないもの 

    移動平均法による

原価法 

  (2) デリバティブ 

  時価法 

(2) デリバティブ 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

  (3) たな卸資産 

  商品 

   移動平均法による原

価法 

(3) たな卸資産 

同左 

(3) たな卸資産 

同左 

    半成工事 

   個別法による原価法 

同左 同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法 

   なお、主な耐用年数

は以下のとおりであ

ります。 

   建物   10～38年 

   工具器具備品 

２～20年 

(1) 有形固定資産 

  定率法 

同左 

(1) 有形固定資産 

  定率法 

同左 

  (2) 無形固定資産 

  定額法 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる

損失に備えるため、

一般債権については

貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定

の債権については個

別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込

額を計上しておりま

す。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

   従業員の賞与の支払

に充てるため、支給

見込額を計上してお

ります。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

  (3) 保証工事引当金 

   請負工事及び保証期

間を定めて販売する

商品の保証工事費の

支出に備えるため、

過去の売上高に対す

る保証工事費の発生

割合に基づいて見込

額を計上しておりま

す。 

(3) 保証工事引当金 

同左 

(3) 保証工事引当金 

   請負工事及び保証期

間を定めて販売する

商品の保証工事費の

支出に備えるため、

過去の売上高に対す

る保証工事費の発生

割合に基づいて、当

期の売上高に対応す

る発生見込額を計上

しております。 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (4) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当事業

年度末における退職

給付債務及び年金資

産の見込額に基づ

き、当中間会計期間

末において発生して

いると認められる額

を計上しておりま

す。 

   なお、過去勤務債務

は、その発生時の従

業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年

数(10年)による定額

法により費用処理し

ております。 

   数理計算上の差異

は、各事業年度の発

生時における従業員

の平均残存勤務期間

以内の一定の年数

(10年)による定額法

により按分した額を

それぞれ発生の翌事

業年度から費用処理

することとしており

ます。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

(4) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当事業

年度末における退職

給付債務及び年金資

産の見込額に基づき

計上しております。 

   過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10

年)による定額法に

より費用処理してお

ります。 

   数理計算上の差異

は、各事業年度の発

生時における従業員

の平均残存勤務期間

以内の一定の年数

(10年)による定額法

により按分した額を

それぞれ発生の翌事

業年度から費用処理

することとしており

ます。 

  (5) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の

支払に充てるため、

内規に基づく中間期

末要支給額を計上し

ております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

(5) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の

支払に充てるため、

内規に基づく期末要

支給額を計上してお

ります。 

４ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

５ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によ

っております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

   ヘッジ手段…デリバ

ティブ取引(為替予

約取引) 

   ヘッジ対象…外貨建

予定取引 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

  

  (3) ヘッジ方針 

   為替予約取引につい

ては、通常の営業取

引の採算を確保し、

外国為替相場変動リ

スクをヘッジする目

的で、実需の範囲内

においてのみ実施し

ております。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  

(3) ヘッジ方針 

同左 

  

  (4) ヘッジ有効性評価の方

法 

   ヘッジ手段の変動額

の累計額とヘッジ対

象の変動額の累計額

を比較して有効性の

判定をしておりま

す。 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

６ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲 

中間キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資

からなっております。 

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

  

  

追加情報 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しております。 

これにより税引前中間純利益が

22,096千円減少しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。 

――――― 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法) 

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、実務対応報告第12号「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(企業会計標準委員会

平成16年２月13日)に基づき、当中

間会計期間から法人事業税のうち付

加価値割及び資本割8,331千円を販

売費及び一般管理費として計上して

おります。 

――――― (法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法) 

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取扱い」(平成16年２月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12

号)に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費

が19,309千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益が

19,309千円減少しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
  

  

(中間損益計算書関係) 
  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

329,340千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

339,859千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

336,088千円 
 ２ 偶発債務 
    保証債務 
     当社従業員の銀行からの

住宅資金の借入金に対し
て保証を行っておりま
す。 

86,285千円 

 ２ 偶発債務 
    保証債務 
     当社従業員の銀行からの

住宅資金の借入金に対し
て保証を行っておりま
す。 

144,743千円 

 ２ 偶発債務 
    保証債務 
     当社従業員の銀行からの

住宅資金の借入金に対し
て保証を行っておりま
す。 

155,144千円 
※３ 消費税等は、仮払消費税等と

仮受消費税等を相殺して流動
負債の「その他」に含めて表
示しております。 

※３     同左 ※３    ――――― 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 １ 減価償却実施額 

    有形固定資産 6,840千円

    無形固定資産 130千円

 １ 減価償却実施額 

    有形固定資産 5,712千円

    無形固定資産 5,265千円

 １ 減価償却実施額 

    有形固定資産 13,735千円

    無形固定資産 1,162千円

――――― ※２ 減損損失 
 当中間会計期間において、当社は
以下の資産グループについて減損損
失を計上しております。 
  

  
 当社は、管理会計上の区分に基づ
いて、事業所および統括部を基本単
位としてグルーピングをしておりま
す。 
 営業活動における収益性が低下し
た資産グループにつき減損を認識
し、当該資産グループの帳簿価格を
回収可能額まで減額しております。 
 その結果、22,096千円を減損損失
として特別損失に計上しておりま
す。 
 その内訳は、建物1,290千円、機
械装置3,070千円、工具器具備品
1,553千円、リース資産12,343千
円、その他3,840千円となっており
ます。 
 なお、回収可能額は使用価値によ
り測定し、将来キャッシュ・フロー
を3.8％で割り引いて算定しており
ます。 

場所 用途 種類
減損損失
(千円) 

北海道事業
所 

(札幌市) 
事業資産

建物、工具
器具備品等

875

福岡事業所 
(福岡市) 事業資産

建物、工具
器具備品、
リース資産

等 

16,354

機器統括部 
(東京都) 事業資産

機械装置、
工具器具 
備品等 

4,866

――――― 



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成16年９月30日) 

 現金及び預金勘定 646,158千円

 短期貸付金勘定 2,450,000千円

 現金及び 
 現金同等物 

 
3,096,158千円

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成17年９月30日) 

 現金及び預金勘定 677,159千円

 短期貸付金勘定 2,450,000千円

 現金及び 
 現金同等物 3,127,159千円

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

(平成17年３月31日) 

 現金及び預金勘定 844,989千円

 短期貸付金勘定 2,850,000千円

現金及び
 現金同等物 

3,694,989千円

 なお、短期貸付金勘定のうち、現

金及び現金同等物に該当する取引の

内容は、親会社の子会社である株式

会社ティ・エフ・アイに対する貸付

期間が３ヶ月以内の資金運用を目的

としているものであります。 

 なお、短期貸付金勘定のうち、現

金及び現金同等物に該当する取引の

内容は、親会社の子会社である株式

会社ティ・エフ・アイに対する貸付

期間が３ヶ月以内の資金運用を目的

としているものであります。 

 なお、短期貸付金勘定のうち、現

金及び現金同等物に該当する取引の

内容は、親会社の子会社である株式

会社ティ・エフ・アイに対する貸付

期間が３ヶ月以内の資金運用を目的

としているものであります。 



(リース取引関係) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  

  有形固定資産

取得価額相当額 593,336千円

減価償却累計額 
相当額 

447,652千円

中間期末残高 
相当額 

145,683千円

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

  有形固定資産

取得価額相当額 606,227千円

減価償却累計額
相当額 

513,548千円

減損損失累計額
相当額 

8,500千円

中間期末残高
相当額 

84,178千円

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  

有形固定資産

取得価額相当額 625,159千円

減価償却累計額 
相当額 

491,350千円

期末残高相当額 133,808千円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  １年内 123,464千円

  １年超 155,706千円

  合計 279,170千円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定中

間期末残高 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

  

  リース資産減損勘定 

  １年内 96,820千円

  １年超 92,379千円

  合計 189,200千円

  中間期末残高 8,500千円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

  １年内 122,891千円

  １年超 131,031千円

  合計 253,923千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  

  

  支払リース料 65,735千円

  減価償却費相当額 57,016千円

  支払利息相当額 4,754千円

３ 支払リース料、リース資産減損

損失の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

  支払リース料 68,124千円

  リース資産減損
  損失の取崩額 

3,842千円

  減価償却費相当額 41,129千円

  支払利息相当額 3,394千円

  減損損失 12,343千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  

  

  支払リース料 134,172千円

  減価償却費相当額 107,890千円

  支払利息相当額 9,095千円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を10パーセントとする定

率法により算定した減価償却費

相当額に９分の10を乗じた額

を、各期の減価償却費相当額と

する方法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては利息法によっておりま

す。 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 

オペレーティング・リース取引 

１ 未経過リース料 

  １年内 9,000千円

  １年超 105,750千円

  合計 114,750千円

オペレーティング・リース取引 

１ 未経過リース料 

  １年内 9,000千円

  １年超 96,750千円

  合計 105,750千円

オペレーティング・リース取引 

１ 未経過リース料 

  １年内 9,000千円

  １年超 101,250千円

  合計 110,250千円



(有価証券関係) 

(前中間会計期間)(平成16年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価のない主な有価証券の内容 

  

  

(当中間会計期間)(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価のない主な有価証券の内容 

  

  

  
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 40,650 68,952 28,301

  
中間貸借対照表計上額

(千円) 

その他有価証券 

 非上場株式 7,551

  
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 41,302 96,855 55,552

  
中間貸借対照表計上額

(千円) 

その他有価証券 

 非上場株式 7,551



(前事業年度)(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価のない主な有価証券の内容 

  

  

  
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 40,974 92,023 51,048

  
貸借対照表計上額

(千円) 

その他有価証券 

 非上場株式 7,551



(デリバティブ取引関係) 

(前中間会計期間)(平成16年９月30日) 

該当事項はありません。 

なお、為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いておりま

す。 

(当中間会計期間)(平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

(前事業年度)(平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

なお、為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いておりま

す。 

  

(持分法損益等) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益または中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 768円50銭 １株当たり純資産額 782円94銭 １株当たり純資産額 793円47銭

１株当たり中間純利益 0円 2銭 １株当たり中間純損失 3円47銭 １株当たり当期純利益 30円31銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式がな

いため、記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、１株当たり中

間純損失であり、また、潜在株式が

ないため、記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式がな

いため、記載しておりません。 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間(当期)純利益または 

中間純損失(△) 
139千円 △21,435千円 196,076千円 

普通株主に帰属しない金額の
主要な内訳 
 利益処分による役員賞与金 

  
― 

  
― 

  
  

8,748千円 

普通株主に帰属しない金額 ― ― 8,748千円 

普通株式に係る中間(当期) 
純利益または中間純損失(△) 

139千円 △21,435千円 187,328千円 

普通株式の期中平均株式数 6,180千株 6,180千株 6,180千株 



(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  



(2) 【その他】 

平成17年10月28日の取締役会において、第42期の中間配当を行うことを決議いたしました。 

  

(1) 中間配当金の総額    46,350,000円

(2) １株当り中間配当金    7円50銭

(3) 
支払請求権の効力発生
日及び支払開始日 

   平成17年12月６日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第41期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月28日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月３日

石川島汎用機サービス株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている石川島

汎用機サービス株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第41期事業年度の中間会計期間(平成16年４月

１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、石川島汎用機サービス株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平

成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  前  原  浩  郎  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  上  林  敏  子  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  井  上  秀  之  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月２日

石川島汎用機サービス株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている石川島

汎用機サービス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第42期事業年度の中間会計期間(平成17年４月

１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、石川島汎用機サービス株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平

成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用し

ているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  前  原  浩  郎  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  上  林  敏  子  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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